
前年度比

1  荒川 6,920 円 ＋440

2  台東 6,900 円 ＋460

3  葛飾 6,860 円 ＋150

4  足立 6,750 円 －10

5  練馬 6,670 円 ＋70

 新宿 ＋200

 墨田 ＋210

 大田 ＋600

9  板橋 6,520 円 ＋480

10  品川 6,500 円 ＋400

 港 ＋155

 杉並 ＋200

13  中央 6,300 円 ＋380

14  北 6,290 円 ＋176

15  世田谷 6,280 円 ＋100

16  中野 6,266 円 ＋541

 江東 ＋400

 目黒 －

 豊島 －

20  渋谷 6,170 円 ＋210

21  文京 6,107 円 ＋87

22  江戸川 6,100 円 ＋200

23  千代田 5,600 円 ＋200

  【65歳以上の
　　　　　基準月額保険料】
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400万円 … 3.84 ％

500万円 … 3.74 ％

750万円 … 3.04 ％

1000万円 … 2.66 ％

　年間所得に対する
　　　　介護保険料の割合

新年度が始まり、４月から保険料が改定に。荒川区では介護保険料、国保
料、後期高齢者医療保険料のすべてで値上げの世帯も。暮らしのために給与・
年金の引き上げとともに、保険料負担軽減こそ国・都・区に求められます。

改定された荒川区の65歳
以上の介護保険料（基準額）は、月額

6,920円で23区中最も高額に。最も低い千代田区の5,600
円と比べると、月1,320円もの差があります。また、23
区中20区が100～600円程度の値上げですが、目黒、豊島
の２区は据え置き、足立は10円ですが引き下げも。
同じ都内でこれほど差があるのは疑問です。

区内の65歳以上は４割が非課税世
帯、本人非課

税は６割にのぼり、「所得350万
円未満」が９割です。
年間所得に対する介護保険料の
割合は所得が低いほど大きくなっ
ており、約１割を占める場合も。
低所得者ほど負担
が重い設定はやっ
ぱりおかしい。

介護にかかる国の負担額は、介護保険制
度開始前の1999年度1.4兆円から2022年度2.8兆で２倍に
ふえ、同時に、区民が支払う介護保険料も当初の2.3倍
になり、これ以上の保険料値上げは限界です。
必要な公的介護制度を維持するた

めにも、保険料・利用料の繰り返し
の値上げやサービス削減ではなく、国庫負担の引き上げとともに制度
のあり方の検討が必要です。みなさんのご意見もお寄せ下さい。
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ご要望やご相談などは随時ご連絡ください。事務所での定例法律相談は、

毎月第２木曜18時から。平日の午後に法律事務所（北千住）でも可能です。

お名前、電話番号等を下記の留守番電話に録音して下さい。

相馬ゆうこ事務所 南千住５－１－６－２階 ☎３８０７－４１９２

町屋駅近く、荒川７丁目の三菱電機ビルソリューショ
ンズ(株)が本店（千代田区）に統合され、閉鎖に。
地元では旧社名の「菱電サービス」として親しまれて
いましたが、1990年に商号を三菱電機ビルテクノサービ

ス(株)へ変更、2022
年に現在の社名に変
更した前後から移転
の話が出始めていた
そうです。2000年代
に２棟を新築した際
には、社員のみなさ
んが「お昼や仕事帰

りに近隣の飲食店を利用する」ことで地域貢献となるよ
う、社内食堂等を設置しなかった、との話も。社員数も
多かったため、移転は近隣の飲食店などにも大きな影響
がありそうです。
建物３棟のうち２棟は築20年前後で「解体はもったい

ない」との声も。土地は１万㎡以上あり、区議会から
「本庁舎建替えに活用できないか」の声も出て、区が売

買交渉を何度か持ちかけたようですが、解体後は土地売却でマンション建設計画になり
そうです。民有地ですが、区として、まちづくりとしても考えどころです。

ジョイフル三の輪
そば、真正寺ウラの

電話ボックスのガラスが外され、テープ
でぐるぐる巻きに。突風でガラスが割れ
たか、誰かのイタズラ？南千住警察にも
問い合わせてみましたが、真相は分から
ず。ＮＴＴが「修理手配中」とのことで、
早めの対応をお願いしたい。



おとな こども おとな こども おとな こども

平日・休日 9,000 5,000 7,000 4,000 5,350 2,900

休前日 11,000 6,000 8,000 4,500 6,350 3,400

繁忙期 12,000 6,500 9,000 5,000 7,350 3,900

Ａ室 Ｂ室 Ｃ室

※年末年始は別料金

ご意見頂きました。
「最近、区の保養所廃止を知り驚いています。長く南千住に住
んでおり、父母や家族と毎年グリーンパール那須を利用してき
ました。子どもも楽しみにしており、私にとっても思い出の場
所です。…区の保養所でなくなっても一般として利用は可能な
のでしょうが、正規の宿泊料金が高く、我が家はとても利用で

きなくなってしまいます。…保養所廃止で家族旅行の体験格差が拡大し、裕福な家庭し
か旅行を楽しめなくなってしまうのでは…グリーンパールの補助をぜひ継続して頂きた
いと思います。さくらバスもそうですが、荒川区が住みづらいところになりつつあるよ
うな気がします」
2021年に区がグリーンパール那須の保養所
廃止を提案、その後、譲渡先を公募し、(株)
フォレストを選定。同社へ土地・建物・設備
を譲渡し、2022年から５年間は区民保養所と
して運営を継続しています。
コロナ禍から物価・燃料高騰で、宿泊費や
交通費も値上がり、旅行に行きたくてもなか
なか行かれないという方も多いのではないで
しょうか。これまで共産党区議団として、子
どもの体験格差を広げないためにも保養所の
継続を、と求めていますが、区は2027年度で

廃止する方針です。
グリーンパール那須の区民優先室の利用率は2022年度56.8％で、延べ5,1
30人が利用しています。宿泊者の約４割が区民利用ですが、コロナ禍前の
利用数には戻っていないのが現状です。この機会にぜひ利用していただき、
保養所のあり方について、みなさんのご意見をお寄せ下さい。

荒川区民なら誰でも割安料金で宿泊できます。70～79歳は
さらに1,000円引き、80歳以上は2,000円引きです。
宿泊予約は ☎0570-038-489 又はインターネットで。予約
時に荒川区民であることをお伝えください。

那須塩原駅からホテルまで無料
送迎バスもあります
（要申込）。



単独親権 共同親権

一方が親権をもつ 双方に親権あり

　　●父母の協議でどちらか決める

　　●合意できない場合は家庭裁判所
　　　が親権者を決定

法
改
定で

…

、

ご意見・ご質問頂きました ○さくらバスのダイヤ「改正」に、多くの方からご意見が寄せられ
ています。「朝の便数が減って、通勤に間に合わなくなった」「ふれあい館での集まりを終わって帰宅
するのに、最終便が早く終わってしまい、結局タクシー利用になってしまい。出費が馬鹿にならない。何
故、区はこんな身近な交通をおろそかにするのでしょうか…」引き続き区議会で取り上げていきます。
区民の声を聞く区政にしたい。〇「331号線の道路拡幅で空き地にごみを置いていく人が
いて困っています。区で対策をお願いします。」…空き地の管理など区に対策を求めたい。

アメリカやイギリスなどは養育費
を給与から天引き、ドイツやスウェー

デンなど不払いの場合に立替を行う国も。
日本では明石市が条例も制定し、市が養育費を徴収・支払われない場合に

は最大３か月分を立て替える独自の事業を実施。荒川区では養育費の公正証書の作成費用
を最大３万円補助していますが、さらに踏み込んだ支援も求められます。

2023年の日本の婚姻数は48万9281組で、戦後初めて50万組を割りました。
荒川区の婚姻数は、年間1,300〜1,400件
前後を推移していましたが、2021・22年は
コロナ禍の影響もあり1,300件を割ってい
ます。離婚件数も2012年404件→22年302件
で減少傾向ですが、全国的に３組に１組が
離婚している状況です。

ひとり親の母子は多
くが低所得世帯です。

区内でもひとり親約1,500世帯のうち９
割が母子で、その６割が世帯年収「300万円未満」。しかも男女の賃金格差にくわえ、
離婚後の養育費を受け取っているのは26％のみで、養育費不払い問題は深刻。

いま国会では、離婚時の子どもの親権を「共同親権」も可能にす
る法改定がすすめられていますが、「ＤＶや虐待などの被害者の安

全が守られるのか」「本当に子どもの利益となるのか」
など多くの懸念が示され、反対の声が上がっています。
さらに、離婚後の父母の所得が合算され就学援助や高

校無償化などの支援が受けられなくなる可能性も。
男女の賃金格差などの課題が解決
されないまま

「共同親権」が導入され支援が狭め
られることになれば、結果的に子ど

もの貧困がすすむだけではないでしょうか。何よりもまず、女性
と子どもの権利を守る環境整備こそ必要です。


